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担当する教員であり、本件発生当時の勤務歴は約 25 年に達していた。 
 Ｘは、平成 23 年 12 月末頃から平成 24 年 10 月半ばにかけて、Ｂ社が著作権を有
する市価約 8 万円の音楽ソフトを自宅で違法にコピーしたうえで、インターネット上
で 1 セット 5000 円の価格で約 60 本を不特定多数の者に販売し、対価を生活費等に
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あり、複製物の所有者は同法 47 条の 3 の定める範囲で適法に複製することもできる。違法コ
ピーの存在は、かねてからの社会問題であるが、ソフトウエアの提供者において、市場占有
率の確保などのためにコピーを許容している場合もある。このような性質の違いから、一般




















































却・上告不受理の決定をし（最決平成 29 年 6 月 13 日平成 29 年(行ツ)100 号、平成
29 年(行ヒ)102 号）、控訴審の判断が確定した。なお、Ｘについては、改めてＹ教委
により停職 6 か月の処分が下されている（北海道教育委員会「学校職員の懲戒処分に
ついて」平成 29 年 8 月 9 日付第 1 項）。 
 
５ 著作権法違反に対する制裁の相当性 
 前記のとおり、本発表で検討した事案は事例判断の１つに過ぎず、これだけから一
般論を展開することはやや困難であるが、いわば両極に位置する第一審と控訴審との
判断から考察すると、次のことは将来検討の必要性が高いように思われる。 
 第１に、著作権法の目的について、どの部分に最も重要な意味を持たせることが妥
当であるかについて、改めて議論することが必要である。その際、著作権者の「保護」
されるべき「利益」とは何かについて、場合によっては状況ごとに検討を加えたうえ
で、侵害者からの損害賠償を以て全部または一部が充たされるものと考えるべきか、
かかる「賠償」として「実損」とすべきかそれとも「懲罰的」なものを導入すべきか
について、議論を深めていくべきである。 
 第２に、侵害者の属性や立場を、制裁の基準としてどこまで考慮すべきかについて
も、検討を行うことが必要である。この点については、侵害者に対する制裁としての
部分を強調するのであれば当然に侵害者の属性や立場を考慮すべきこととなるし、著
作権者の利益保護を中心に考えるのであれば、むしろ著作権者と侵害者との従前の関
係性をも考慮して、侵害者の属性や立場を考慮すべきか否かを判断することとなる。 
 第３に、制裁相互間の関係をどのように考えるべきかについても、将来は問題とな
る可能性があるように思われる。すなわち、現時点では、刑罰と行政処分等とは別個
独立に行われており、それぞれ目的が異なるためと説明されているが、侵害者に与え
られるべき不利益と著作権者の保護態様との関係によっては、異なる目的に基づいて
行われる制裁相互間における均衡に加えて、全体としての制裁による不利益の相当性
を考慮する余地が、場合によっては生ずるかもしれないわけであり、具体的な事案が
発生する前に、理論的に検討しておくことが必要かつ有益であるように思われる。 
